
課題レポート（第４回）は，
前にある緑のカゴに提出して下さい。

「教員志望者募集セミナー」のチラシ
が前にありますので，取って下さい。





（月刊チャージャー ２００５年９月号の記事より）

［調査］ 同じような仕事なのに，この差はなんだ！

職種別，企業間賃金格差の残酷な実態。



あなたは生涯賃金3億円をもらえる企業にいるか？

一般的に、民間企業のサラリーマンの生涯賃金は約3億円といわれている。
が、どうだろう。あなたは3億円もらえる企業に勤めているだろうか。かりに年
収1,000万円もらったとしても、30年働いてやっと3億円。ちなみに、民間大
手企業の今夏のボーナスの平均支給額は88万9,834円（昨年比4.49％増
／経団連調べ）という。そのくらいもらっていればほぼ平均ということで、定年
までみっちり働けば生涯賃金3億円程度は手に入るかもしれない。が、自分
は平均以下だという認識がある人は、定年までには大きな差がついて3億円
は難しいのではないだろうか。

「うちは今年から成果主義が導入されたみたいだし、とにかく頑張りゃいいん
でしょ？」と、近視眼的発想をしても、悲しいかな現実はそうはいかない。大
手企業であぐらをかいている社員が年収1,000万円なのに、中堅企業で能
力の高い社員は年収500万円……。高給・薄給のメカニズムは、個人の能
力と離れたところにあるのが現実である。同じような仕事、もしくは、それ以
上のレベルで仕事をしているのに、給料は雲泥の差。勤める企業の規模や
業績に左右される不条理は、どこの業界にも必ずあるのだ。





「チョット待て！給食のオバサンが年収900万円!?」
公務員の給与実態。

リストラや賃金調整が進んでいる民間企業に比べると、まだまだ「高すぎ
る！」と批判が少なくない公務員の給料。各地方や職種で差はあるものの、
その待遇は異常だといってもいい。

たとえば、東京都の交通・清掃関連職員と東京大学教授の給与がほぼ同
水準だという。小学校の給食調理員（いわゆる、給食のオバサン）は、定年
間近にもなれば年収900万円！民間企業の食堂のオバサンは時給数百円
の世界で働いていることを考えると、凄まじい額である。

一般企業の清掃員（平均年収約300万円）と、公務員である学校の用務員さ
んの年収の違い（東京都内で最高年収約850万円の例あり）も合点がいか
ない。この金額差（※）に見合う仕事内容の差が、どれだけあるというのだろ
うか……。とにかく、中小企業で働く一般サラリーマンの給与に比べたら、か
なり高い水準で給与や手当が支給されているのだ。

※国家公務員と各地方公務員はそれぞれ待遇や雇用条件が違うので、給
食調理員や用務員さん全てがこの待遇というわけではありません。



不条理な年収格差はどんな仕事にも存在する。

・自動車製造会社：
国産の完成車メーカーT社／購買部（28歳） 500万円
自動車サプライヤーI社／自動車部品営業（28歳） 360万円
・アナウンサー ：
在京キー局Nテレビ ／女子アナ（27歳） 1,000万円+結婚式の司会など1回10～30万円
東北の地方局Aテレビ／女子アナ（27歳） 550万円+結婚式の司会など1回MAX5万円
・外食（デフレ企業）の店長：
世界のファーストフードM／オペレーションマネージャー(35歳) 720万円
牛肉問題で打撃を受けた牛丼チェーン店M屋／エリアマネージャー(35歳) 489万円
・ゼネコン建築施工管理：
大手勝ち組ゼネコンD／建築施工管理（35歳） 760万円
金融支援を受けた建設会社F／建築施工管理(34歳) 400万円
・スポーツ用品の営業：
外資系スポーツ用品店A／営業（30歳） 600万円
スポーツ用品代理店（卸し問屋）T／営業（28歳） 380万円
・広告制作デザイナー ：
大手広告会社D／アートディレクター (31歳) 1,300万円
中堅印刷会社K／チーフ（31歳） 420万円
・商品市場で活躍するディーラー ：
大手食品商社K社／ディーラー（30代前半） 1,400万円
商品先物会社N社／ディーラー（30代前半） 500万円



・人事・総務：
超大手情報サービス会社R／人事(27歳) 750万円
零細の負け組企業Y商事／人事・総務（27歳） 360万円
・製薬会社の開発：
外資系製薬会社F／医薬品の臨床開発PM（31歳） 800万円
コンビニ化粧品の製造会社S／開発マネージャー（32歳） 520万円
・営業：
ＩＴベンチャー企業S／営業コンサルタント(28歳) 650万円
通信機器販売会社N／営業（27歳） 400万円
・教える仕事・インストラクター ：
勝ち組通信企業のサービス事業部A／パソコンインストラクター（32歳） 620万円
町のフィットネスクラブM／スポーツインストラクター（32歳） 400万円
・記者・ライター ：
大手新聞社A／記者（35歳） 1,050万円
地方フリーペーパーの編集プロダクションG／ライター（35歳） 500万円
・運転する仕事：
東証一部上場企業A社／社長付き運転手(32歳) 600万円
地方都市の町タクシーT社／タクシードライバー（32歳） 350万円



どの職種でも、年収において300万～500万円もの格差が存在
する。30代ともなると、年収格差がはっきり現れ、生涯賃金を考
えるとその差は歴然。もちろん、本人の能力差はあるにしろ、業
界・業種・企業による賃金格差が生じているのはまぎれもない
事実である。規模の大小、勝ち組・負け組、扱う商材の違い
……たとえ同じような仕事で、同じように努力をしても、同等の
労働対価が得られるとは限らないのである。



勝ち組、負け組の差は広がっていく……
1990年代。不況が続く中、企業の多くは賃金制度を見直し、大
規模なリストラ・給与カットを行ってきた。「負け組」の会社は日
に日に給与が減っていく傍ら、相変わらず高収益を生む「勝ち
組」企業では高額な給与を支給。企業の“支払い能力”によって、
給与にはかなり大きい格差が生まれることになった。
また、人件コスト削減のため定期昇給制度が見直された企業で
は、ボーナスを軸とした給与支給が行われている。ボーナスは
退職金に反映されないうえ、個人の年収に企業の業績がもろに
反映するしくみだ。同一業種内でも収益力の差や賃金制度の
違いで格差は広がる一方である。
さらに、年収格差の要因はそれだけではない。「成果主義」が急
速に浸透している今、社内における賃金格差にも拍車がかかっ
た。最近では、営業や開発など企業内の職種に応じ、異なる賃
金体制をとる企業さえあるという。過剰な成果主義が見直され
ているとはいえ、企業の業績や個人の能力による賃金格差は
拡大の一途をたどっている。



「第2の給料」は整っている？

企業が労働対価として従業員に支払うものは、賃金だけでは
ない。“第2の給料”といわれる福利厚生（住宅補助、社宅・持ち
家補助、家族手当）などの非賃金支払いがある。この「第2の給
料」でさえ、企業間格差が生じている。高収入を維持できる勝ち
組企業であれば、住居費などの法定外福利費（法律で定率を
支給することを決められてないもの）も充実している。たとえば
営業マンであれば、タクシー代（営業交通費）・出張手当・接待
交際費等が支給されるかどうかが、長い目で見たときに響いて
くるのではないだろうか。



＜コラム＞20代でも賃金格差がつく会社は、実力もつく会社？
横並び賃金の場合が多い20代でも年収格差があるのは、成
果給が機能している証拠。その分、実力を伸ばしやすい環境と
いえる。年功序列の給料や固定給では「何をやっても同じだし
な…」と意気を削がれがち。しかし、成果給が機能していれば、
挑戦しようと頑張る気にもなる。20代の若手であるからこそ、当
然実力は伸びていくはずなのだ。急成長するベンチャー企業も、
成果給を採用する企業が多い。
ただし、成果給にも落とし穴はある。成果給を徹底しすぎて、モ
チベーションを給与でしか保つことができない会社であれば、長
期的に若手を育てる風土が薄いといえるからだ。また、成果に
よって昇給するということは、成果による減給もありうるシビアな
仕組みであることも忘れてはならない。
あなたの会社は、いかがだろう？同じ仕事をしている誰かと、給
与の差はついているが、実力が伴っていない……という危険は
ないだろうか。企業の名前が外れたとき、他の会社で生き残れ
る実力はついているだろうか。そして、40代・50代になった時の
収入を想定できるだろうか。



結論：賃金格差は入社する前から認識しておくべし。

同じような仕事をして、同じように努力をしても、企業による賃金
格差は避けられない事実。どの業種、あるいはどの企業に勤め
ているかで支払われる労働対価には愕然とするほどの開きが
生じる。ならば、勝ち馬の背中（勝ち組企業、高成長企業、トッ
プシェア企業、利益率の高い業種・職種）に乗って、成果を出す
のが確実。ただし、必ずしも大企業ならば良いわけではない。
先にも述べてきたように、給与体系や環境の違いで、獲得でき
る賃金や実力にも差がついてくるのである。

取材・文／篠田花子（ジオコス）
（引用URL）
http://promotion.yahoo.co.jp/charger/200509/contents01/theme01.php





２－４ 日本における職業指導の歴史

２－４－１ 戦前の職業指導
日本で「職業指導」という用語が最初に使われたの
は，1915年（大正4年）の入沢宗寿の『現今の教育』で，
アメリカのVocational Educationを職業指導と訳した。

戦前と戦後をそれぞれ3期に分けて，以下述べる。



A. 戦前・Ⅰ期 （1917～1926年）
日本の職業指導の実践活動は，1917年（大正6年）
に久保良英が，東京の児童教養研究所で行った職業
選択の相談活動からスタートしてきた。
公立の職業指導専門機関としては，1920年設立の
大阪市立少年職業相談所が最初である。
1921年には，東京市職業紹介所が新設。
1921年には，ILO(国際労働機構）の条約に基づき，
「職業紹介法」が制定された。
1925年には，内務省・文部省から「少年職業紹介ニ関
スル件」の通牒が発布。→職業指導関連の最初の公
文となる。

大正末期までの職業指導は，職業紹介機関が中心と
なって，青少年に対する職業相談活動から出発した。



B. 戦前・Ⅱ期 （1927～1937年）

1927年（昭和2年）に文部省は，訓令「児童生徒ノ個性
尊重及職業指導ニ関スル件」を通達し，職業指導を正
式に学校教育に導入することを決定した。

1928年より，各地で職業指導の講習会が開催された。
1928年，大日本職業指導協会（現在の日本進路指導
協会）が設立された。

この時期は，1927年の文部省訓令を契機として，学校
における職業指導の重要性が高まり，急速に普及・発
展した時期であった。



C. 戦前・Ⅲ期 （1938～1945年）

1938年に国家総動員法が公布され，戦時体制下に入
ると，厚生省・文部省は，「小学校卒業者ノ職業指導ニ
関スル件」の訓令を出し，学校卒業後の児童の職業
指導を強化・徹底し，国家の要請に適合させることを
求めた。
終戦まで，学校教育そのものが国策遂行のための手
段となり，職業指導もこの中に組み込まれていった。

戦時体制下の職業指導では，学校卒業者を国家の要
望に適合して，適正に配置することが優先し，学校に
おける個性尊重の職業指導は歪められ，停滞を余儀
なくされた。





２－４－２ 戦後の職業指導

A. 戦後・Ⅰ期 （1946～1957年）

1946年の「日本国憲法」の規定を受けて，翌年3月に
「教育基本法｣と「学校教育法」が施行され，4月から単
線型教育制度が発足した。

教育基本法の第1条（教育の目的）には，
「教育は，人格の完成をめざし，平和的な国家及び社
会の形成者として，真理と正義を愛し，個人の価値を
たっとび，勤労と責任を重んじ，自主的精神に充ちた
心身ともに健康な国民の育成を期して行わなければ
ならない」と方針が示された。



（参考）「教育基本法」
公布：平成１８年１２月２２日 法律第１２０号 施行：平成１８年１２月２２日

（教育の目的）
第一条 教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成
者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなけ
ればならない。
（教育の目標）
第二条 教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲
げる目標を達成するよう行われるものとする。
一 幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と
道徳心を培うとともに、健やかな身体を養うこと。
二 個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自
律の精神を養うとともに、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態
度を養うこと。
三 正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の
精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養う
こと。
四 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。
五 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するととも
に、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。



学校教育法では，中学校教育の目標の１つとして，
「社会に必要な職業についての基礎的な知識と技能，
勤労を重んずる態度及び個性に応じて，将来の進路
を選択する能力を養うこと」（第36条の２）

高等学校教育の目標の１つとして，
「社会において果たさなければならない使命の自覚に
基づき，個性に応じて将来の進路を決定させ，一般的
な教養を高め，専門的な技能に習熟させること」（第42
条の２）

を掲げ，学校教育における職業指導の目標が明示さ
れた。



しかし，法令上具体的な指導内容や指導場面，指導
担当者などの規定がなく，1958年の学習指導要領の
全面改訂まで，試行錯誤を重ねてきた。

教育課程上では，中学校の職業指導は，当初「職業
科」のなかで扱われたが，1949年には「職業・家庭科」
のなかに位置づけられた。
高等学校の職業指導は，教科外活動のホームルー
ムのなかに位置づけられた。



1949年に「教育職員免許法」が制定され，教育免許科目とし
て，「職業指導」が規定された。

1954年には，職業教科の免許の取得にも「職業指導」（4単
位）は必修とされた。

1953年には，「学校教育法施行規則」の一部が改訂され，職
業指導主事が制度化された。

1953年から，文部省は各種の「職業指導の手引き」を刊行し，
指導の指針を示した。

1950年代のＩＦＥＬ（教育指導者講習会）を通じ、米国の教育学
や心理学の影響を受け、この時期に早くも、わが国の学校にお
ける職業指導の制度や組織が確立した。
しかしながら、その後の職業指導は長い間何の変化もなかった。
当時から援用された主要なモデルは、学卒時に於ける「マッチ
ングモデル」であり、進学、就職を希望する中・高校生を最適の
進路先に斡旋することを第一の目的としてきたからである。



B. 戦後・Ⅱ期 （1958～1968年）

科学技術教育の振興という社会的要請を背景にして，
1958年に中学校学習指導要領が全面的に改訂され，
「職業・家庭科」が廃止され，「技術・家庭科」が新設さ
れた。
従前の職業指導は，「進路指導」とその名称を変更
し，新設された学級活動のなかで，計画的に行うこと
になった。高等学校では，ひき続き，ホームルームで
おこなうこととされた。

この時期にスーパーの職業的発達理論が導入され，
職業指導(進路指導）の理論と方法に大きな影響を与
えた。



C. 戦後・Ⅲ期 （1969～現在）

1969年の中学校学習指導要領（高等学校は翌年）
の改訂に基づき，中学校の進路指導は，特別活動の
「学級指導」（高等学校では，ホームルーム)を中心に
して展開された。

1977年に改訂された学習指導要領においても，進
路指導の内容は同じであるが，特に学校の「教育活動
全体を通じての進路指導」と「勤労にかかわる体験学
習」の重要性が強調された。

1971年には，文部省令により，従前の職業指導主
事の名称は，進路指導主事に改正され，1975年の主
任制の発足にともない，進路指導主事の職務内容の
規定が整備された。



1989年に，新しい学習指導要領が告示され，進路指
導で新しく加えられた目標の内容は，中学校について
は，「人間としての生き方の自覚を深めること」および
自己実現能力の育成である。高等学校については，
「人間としての在り方，生き方についての自覚を深め
る」ことである。

戦後の職業指導（進路指導）は，新しい教育制度の
もとで，種々変遷して現在に至っている。



これまでの特徴的な変化の傾向を要約すると次のよう
になる。
（１）教育課程の位置づけ：
教科から学校全体の教育活動へ
（２）指導内容:
職業・進路についての知識・理解の指導から
人生設計・生き方・自己実現の指導へ
（３）指導領域：
職業的教科から特別活動・教科外の教育活動へ
（４）指導担当者：
職業科担当教師＆職業指導主事から
学級・ホームルーム担当教師＆進路指導主事へ
（５）支える理論：
特性ー因子理論から発達理論へ



スーパーの理論は、中等学校の進路指導の理論的枠組みとし
て認められたものの、その理論は必ずしも実践されてこなかっ
た。それは、多くの日本の専門家たちが、スーパーを卓越した
職業心理学者であるとするものの、同時に傑出したカウンセリ
ング心理学者であることを認識していなかったことも理由の一
つである。結果的に、スーパーの理論は大きな影響を与えたが、
つい最近まで学校での実践レベルには殆ど反映されなかった。
それは新しい理論や理念によって指導を進めようとしても、長
年にわたって学問的、実証的根拠を欠いた慣行的ガイダンスモ
デルやカウンセリング技法が一般化していたことに阻まれて、
多くの学校の実践レベルでは、進路指導の理念的目標を、旧
来の伝統的な“個人と進路先とのマッチングモデル”から“個々
に応じたキャリア発達モデル”へと転換することが難しかったか
らである。





第3章 産業社会の職業構造

３－１ 産業構造と職業構造の変化

３－１－１ 大きく変わった産業・職業構造

受けた教育によって，どのような職業に就くかが決ま
るようになったのは，近代社会が成立してからのこと。

日本の場合，大企業を中心に，学歴差に対応した社
員の採用や入社後の処遇が確立したのは，第1次大
戦後のこと。



産業別就業者と職業別就業者の推移

第1次産業：
農業，林業・狩猟業，漁業・水産養殖業
第2次産業：
鉱業，建設業，製造業
第3次産業：
卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，
運輸・通信業，電気･ガス・水道・熱供給業，
サービス業，公務











産業別就業者の変化:
どの国でも産業が発達するにつれて，
第1次産業従事者の比率が低くなり，これにかわって，
第2次産業従事者の占める割合はある時点までは高
まり，それ以降は停滞あるいは減少に向かう。
それに対して，第3次産業従事者の比率は一貫して高
くなる。日本も例外ではない。

職業別就業者の変化：
農林漁業従事者は大幅に減少。
生産・運輸関係職業従事者は，高度経済成長期に大
幅に伸びたが，その後は頭打ち状態。
専門的・技術的職業，管理的職業，事務的職業，販
売・サービス関係職業の従事者はそろって増えている。



・財の生産ではなく，財の流通とサービスを提供する
第3次産業の肥大化。

・産業構造の「ソフト化」。
モノや資源などの「ハード」よりも，情報・知識・サービ
スなどの「ソフト」の比重が相対的に高まる方向への
変化。

３－１－２ 職業別就業者の特性

＜特性１＞
高学歴化を反映して，短大卒と大学卒の就業者が着
実に増加。
中学卒就業者の数は年毎に減少。
（1975年で1割をきり，1987年で5.7％）





＜特性２＞
産業別構成比では，高校卒，短大卒，大学卒のいず
れの学歴でも，第1次産業への就職者が最も少なく，
第3次産業のウエイトが最も大きい。
ただし，高校卒の場合は，第2次産業の比率が他の学
歴よりも相対的に高い。その比率は，高度経済成長期
に一貫して伸び，1973年のオイル・ショックを境にして
1979年まで減り続け，それ以降は増える傾向にある。





＜特性３＞
新規学卒者の職業別構成で，高校卒と大学卒がきわ
だった違いをみせるのは，生産・運輸関係職業と事
務･技術・管理的職業である。
高校卒の就職先ではブルーカラーの生産・運輸関係
職業が増え，大学卒の大半は，ホワイトカラーの事
務・技術・管理的職業に流入した。

大学卒の3分の1は事務的職業に就き，
大学卒の4割は専門的・技術的職業に就いた。









＜特性４＞
専門的・技術的職業と事務的職業はこれまで大幅に
増えたが，これらの職業は平均年齢が若く，相対的に
高学歴で，主に新規学卒者が供給源である。

また，転職希望者が高いのは，ブルーカラーとグレー
カラーである。
さらに，職業間の賃金格差がかなり大きい。









３－１－３ 新規学卒者の就職状況

1988年のリクルートのレポートによれば，
①大学卒の就職状況が，学生に有利な「売り手市場」
である。
②大企業は依然として有名大学卒を採用したがる傾
向がある。
③「新人類」といわれる学生の就職意識が意外に堅実
で，企業の動きをよくみて就職先を決めている。



第 23 回ワークス大卒求人倍率調査結果
(2007年卒)からの引用：

リクルートワークス研究所では、1984年から大卒求人
倍率を算出しております。このたび、2007年3月卒業
予定者の大卒求人倍率に関する調査結果がまとまり
ましたので、ご報告いたします。

・大卒求人倍率の定義
大卒求人倍率（以下求人倍率）とは、民間企業への就
職を希望する学生1人に対する、企業の求人状況を算
出したものです。

求人倍率=求人総数÷民間企業就職希望者数



１）求人総数は、バブル期に次ぐ 82.5万人に。
求人倍率は 1.60倍から 1.89倍へ。

来春2007年卒業予定の大学生･大学院生を対象と
する、全国の民間企業の求人総数は82.5万人と昨年
よりも12.6万人増加（+18.1%）し、大幅な増加をみせ
た昨年の求人総数をさらに大きく上回り、最も求人数
が多かったバブル期（1991年卒）の84万人に次ぐ水
準となった。一方、学生の民間企業就職希望者数は
43.7万人（+0.1%）で昨年とほぼ変わらない。1991年
卒の民間企業就職希望者数は29.4万人で（求人倍率
は2.86倍）であったが、この15年間で求職者数が約5

割増加している。結果、需給バランスである求人倍率
は1.89倍となった。



２）従業員1000人未満企業は厳しい採用環境に。
従業員規模間で求人倍率の差が拡大。

「従業員1000人以上企業」の求人総数は昨年より
2.2万人の増加（+13.3％）。民間企業就職希望者数
は昨年より0.8万人の増加。求人倍率は0.75倍と0.07
ポイント上昇している。一方、「従業員1000人未満企
業」の求人総数は10.4万人増加（+19.5％）。民間企
業就職希望者数は昨年より0.7万人の減少。求人倍
率は3.42 倍と0.65ポイント上昇している。景気の継続
的な回復を受け、採用意欲の拡大が大手企業から中
小企業まで裾野が広がる中で、学生の希望は昨年よ
りも大手志向への回帰が見られる。そのため、企業規
模による求人倍率の差が拡大し、従業員1000人未満
の企業にとっては厳しい採用環境となる。



３）金融業は求人数・就職希望者数ともに大幅増加。
業種間で求人倍率の差が開く。
「製造業」は企業側の採用意欲は増しているものの、学生側
の就職希望者数は昨年とほぼ変わらず、求人倍率は2.33倍と、
昨年より0.40ポイント上昇した。「流通業」は求人総数が32.8万
人（対前年比+15.8%）と増加した。一方、民間企業就職希望
者数は5.1万人で昨年より減少（-4.1％）。その結果、求人倍率
は昨年の5.29倍から上昇し、6.38倍となっている。「金融業」は
採用復活基調で求人総数の伸びは対前年比+26.7%で最も高
い伸びとなった。学生の人気も対前年比+20.8%と上昇し、結
果求人倍率は0.37倍となった。「サービス・情報業」の求人総数
は、２年連続の増加。一方、民間企業就職希望者数は、４年連
続減少。減少しているとはいえ、学生の志望数が最も多いこと
には変わりがなく、求人倍率は0.61倍となった。ここ数年、企業
側の採用意欲が製造業を中心に回復してきたが、金融業の復
活により全ての業種で新卒採用の意欲が高まった。一方で学
生側の民間企業就職希望者数は金融業以外の業種で前年比
マイナスとなり、その結果業種間での求人倍率の差が開いた。



３－２ 職業生活の展望

３－２－１ 職業構造の未来
日本社会の未来予測：
三菱総合研究所のシミュレーション
「21世紀初頭の勤労者生活の展望」による分析
2005年における雇用の予測

①産業別就業構成では，第3次産業就業者がひき続
き増えて，全就業者の63.5％を占めるようになる。
特に，情報関連，医療関連，教育関連，社会福祉関連，
余暇関連部門の就業者が増える。
その一方で，第2次産業の製造業の就業者割合は，
省力化と需要構造の変化で23.0％まで減る。
特に，鉄鋼，非鉄金属などの素材関連業種が減少。



②職業別就業構成については，専門的・技術的職業，
事務的職業，管理的職業などのホワイトカラー職業従
事者は，50％近くを占めるようになる。
特に，技術革新・情報化の進展に伴って，技術者や研
究者が増え，職業のホワイトカラー化とともに，プロ
フェッショナル化がいっそう進展する。
また，高齢化や国民の健康増進要求，知的要求の高
まりなどに応じて，医療関連，スポーツ･文化関連など
の分野では，新しいタイプの専門的職業従事者が増
える。
製造業などの省力化により，技能工・生産工程従事者，
運輸・通信従事者は少なくなる。



『経済白書』（1987年）の「進む構造転換と今後の課
題」では，産業構造や企業経営の変化が次のように分
析されている。

①産業構造の変化は，これまで製造業内部での業種
構成変化を指すことが多かったが，現在の構造変化
は，製造業はもとより，他の多くの業種に及んでいる。

②国際的な広がりを伴って，構造変化が進展。
（海外直接投資の増加，海外からの市場開放要求
の高まりなど)



③製造業では，エレクトロニクス，バイオテクノロジー，
また非製造業では，情報・通信，レジャー，金融などの
成長分野へ企業が進出し，業界の垣根を超えた融業
化ないし業際化の動きが強まる。

④雇用機会が3大都市圏，特に東京と東京近県で集
中的に増え，大都市への資源集中を伴いながら，産
業構造が変化していく。

⑤多くの企業では，雇用制度，人材育成，技術開発戦
略，生産・調達体制，マーケッティング，財務戦略など
の多くの面で，新しい環境に適合した方向への経営姿
勢の見直しが活発化する。



３－２－２ 2000年の労働
『2000年の労働ー21世紀に向けて変化する労働者生
活』（1986年） 労働大臣官房政策調査部編集
労働組合，経営者，学識経験者の450名による予測

（１）労働力の供給と労働市場の変化
①高齢労働者の増加
日本は，1970年に，国際連合の定義による「老化し
た人口」（65歳以上人口比率7％以上）をもつ国になる。
2020年には，21.8％になると予測されている。
欧米に比べ，高齢者の労働力率（該当年齢人口に占
める労働力人口の割合）や就業意欲が高い。
60歳代前半層では普通勤務の雇用者，後半層では短
時間勤務の雇用者が増える。



②団塊の世代の処遇
「団塊の世代」とは，1947～1949年頃に生まれたベ
ビーブーム世代を指す（2019年に，70～72歳）。
ライフサイクルの節目ごとに，厳しい競争に巻き込ま
れた世代である。
しかし，有識者の多くは，この団塊の世代について
は楽観的である。例えば，「ポスト不足は起きるが，労
働者の価値観の変化等もあり，それによって大きな雇
用問題は生じない」，「自らの能力，適正を生かすべく
移動するようになる」。
団塊の世代の2世（2019年に44～48歳層）は，他の
世代と比べて年に約20万人人口が多い。彼らは経済
の安定成長期に就職している。



③女子労働者の増加
日本の女子労働力率（15歳以上人口に占める労働
力人口の割合）の推移は,1975年の45.7％を底に，そ
の後は上昇に転じて，1984年には48.9％に達した。

女子労働者の増加にともなって，
a. 中高年層，特に有配偶者の増加
b. 学歴水準の上昇
c. 勤続年数の長期化など， 質的に変化してきている。

「継続就業型」（結婚や出産にかかわらず就業）や，
「再就業型」（結婚・出産時に離職し，子育て後に再就
職）が増えてきている。



女子の職場進出では，働きやすい環境の整備が重要。
・家事・育児負担の減少
・女子の育児休業制度や再雇用制度の整備
・フルタイマーや正社員として中年女子の中途採用
の増大
・パートタイマーとフルタイマーの労働条件格差や
雇用面での男女間格差の縮小
・老親など高齢者家族の介護負担の減少

1985年に「男女雇用機会均等法」が成立し，翌年4月
から施行され，まだ女子の就業環境の整備には，かな
りの障害が予想される。



④就業形態の多様化と労働力の流動性の増大
就業形態でこれから増えるのは,「パートタイマー」，
「派遣的労働者」，「アルバイト」である。
労働時間を自分の意志で決定できる「フレックスタイ
ム制」，「ボランティア」，２つ以上の仕事に同時に就業
する「多重就業者」，自宅にパソコンを置き，通勤せず
に自宅で就業する「在宅勤務」なども増加の傾向にあ
る。

1986年に「労働者派遣法」が成立しているが，就業
者自体が組織化の対象になりにくいため，労働条件
の改善にはきめ細かな制度的配慮が必要である。





労働力は全体として今後かなり流動化する。
若年層の流動性は現在より強まるが，中高年層はそ
れほど変わらない。
性別では男子より女子の方が,
企業規模別では，大企業より中小企業の方が，
職種別では，販売従事者や技術者など，経済サービ
ス化によって需要の増える職種で,労働力は流動化す
るといわれている。

したがって今後は,職業情報の提供，職業紹介機能
の強化，個人主導型の職業能力開発の推進が重要な
課題となる。
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	スライド 10: 勝ち組、負け組の差は広がっていく……  1990年代。不況が続く中、企業の多くは賃金制度を見直し、大規模なリストラ・給与カットを行ってきた。「負け組」の会社は日に日に給与が減っていく傍ら、相変わらず高収益を生む「勝ち組」企業では高額な給与を支給。企業の“支払い能力”によって、給与にはかなり大きい格差が生まれることになった。 また、人件コスト削減のため定期昇給制度が見直された企業では、ボーナスを軸とした給与支給が行われている。ボーナスは退職金に反映されないうえ、個人の年収に企業の業績がもろ
	スライド 11: 「第2の給料」は整っている？   企業が労働対価として従業員に支払うものは、賃金だけではない。“第2の給料”といわれる福利厚生（住宅補助、社宅・持ち家補助、家族手当）などの非賃金支払いがある。この「第2の給料」でさえ、企業間格差が生じている。高収入を維持できる勝ち組企業であれば、住居費などの法定外福利費（法律で定率を支給することを決められてないもの）も充実している。たとえば営業マンであれば、タクシー代（営業交通費）・出張手当・接待交際費等が支給されるかどうかが、長い目で見たときに響いてく
	スライド 12: ＜コラム＞20代でも賃金格差がつく会社は、実力もつく会社？  横並び賃金の場合が多い20代でも年収格差があるのは、成果給が機能している証拠。その分、実力を伸ばしやすい環境といえる。年功序列の給料や固定給では「何をやっても同じだしな…」と意気を削がれがち。しかし、成果給が機能していれば、挑戦しようと頑張る気にもなる。20代の若手であるからこそ、当然実力は伸びていくはずなのだ。急成長するベンチャー企業も、成果給を採用する企業が多い。 ただし、成果給にも落とし穴はある。成果給を徹底しすぎて、モ
	スライド 13: 結論：賃金格差は入社する前から認識しておくべし。  同じような仕事をして、同じように努力をしても、企業による賃金格差は避けられない事実。どの業種、あるいはどの企業に勤めているかで支払われる労働対価には愕然とするほどの開きが生じる。ならば、勝ち馬の背中（勝ち組企業、高成長企業、トップシェア企業、利益率の高い業種・職種）に乗って、成果を出すのが確実。ただし、必ずしも大企業ならば良いわけではない。先にも述べてきたように、給与体系や環境の違いで、獲得できる賃金や実力にも差がついてくるのである。 
	スライド 14
	スライド 15: ２－４　日本における職業指導の歴史  ２－４－１　戦前の職業指導 　日本で「職業指導」という用語が最初に使われたのは，1915年（大正4年）の入沢宗寿の『現今の教育』で， アメリカのVocational Educationを職業指導と訳した。  戦前と戦後をそれぞれ3期に分けて，以下述べる。
	スライド 16: A.　戦前・Ⅰ期　（1917～1926年） 　日本の職業指導の実践活動は，1917年（大正6年）に久保良英が，東京の児童教養研究所で行った職業選択の相談活動からスタートしてきた。 　公立の職業指導専門機関としては，1920年設立の大阪市立少年職業相談所が最初である。 1921年には，東京市職業紹介所が新設。 1921年には，ILO(国際労働機構）の条約に基づき，「職業紹介法」が制定された。 1925年には，内務省・文部省から「少年職業紹介ニ関スル件」の通牒が発布。→職業指導関連の最初の公
	スライド 17: B.　戦前・Ⅱ期　（1927～1937年）  1927年（昭和2年）に文部省は，訓令「児童生徒ノ個性尊重及職業指導ニ関スル件」を通達し，職業指導を正式に学校教育に導入することを決定した。  1928年より，各地で職業指導の講習会が開催された。 1928年，大日本職業指導協会（現在の日本進路指導協会）が設立された。  この時期は，1927年の文部省訓令を契機として，学校における職業指導の重要性が高まり，急速に普及・発展した時期であった。
	スライド 18: C.　戦前・Ⅲ期　（1938～1945年）  1938年に国家総動員法が公布され，戦時体制下に入ると，厚生省・文部省は，「小学校卒業者ノ職業指導ニ関スル件」の訓令を出し，学校卒業後の児童の職業指導を強化・徹底し，国家の要請に適合させることを求めた。 終戦まで，学校教育そのものが国策遂行のための手段となり，職業指導もこの中に組み込まれていった。  戦時体制下の職業指導では，学校卒業者を国家の要望に適合して，適正に配置することが優先し，学校における個性尊重の職業指導は歪められ，停滞を余儀なく
	スライド 19
	スライド 20: ２－４－２　戦後の職業指導  A.　戦後・Ⅰ期　（1946～1957年）  1946年の「日本国憲法」の規定を受けて，翌年3月に「教育基本法｣と「学校教育法」が施行され，4月から単線型教育制度が発足した。  教育基本法の第1条（教育の目的）には， 「教育は，人格の完成をめざし，平和的な国家及び社会の形成者として，真理と正義を愛し，個人の価値をたっとび，勤労と責任を重んじ，自主的精神に充ちた心身ともに健康な国民の育成を期して行わなければならない」と方針が示された。
	スライド 21: （参考）「教育基本法」 　　　公布：平成１８年１２月２２日　法律第１２０号　　施行：平成１８年１２月２２日  （教育の目的） 第一条　教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。 （教育の目標） 第二条　教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。 　一　幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培う
	スライド 22: 学校教育法では，中学校教育の目標の１つとして， 「社会に必要な職業についての基礎的な知識と技能，勤労を重んずる態度及び個性に応じて，将来の進路を選択する能力を養うこと」（第36条の２）  高等学校教育の目標の１つとして， 「社会において果たさなければならない使命の自覚に基づき，個性に応じて将来の進路を決定させ，一般的な教養を高め，専門的な技能に習熟させること」（第42条の２）  を掲げ，学校教育における職業指導の目標が明示された。
	スライド 23: 　しかし，法令上具体的な指導内容や指導場面，指導担当者などの規定がなく，1958年の学習指導要領の全面改訂まで，試行錯誤を重ねてきた。  　教育課程上では，中学校の職業指導は，当初「職業科」のなかで扱われたが，1949年には「職業・家庭科」のなかに位置づけられた。 　高等学校の職業指導は，教科外活動のホームルームのなかに位置づけられた。  
	スライド 24: 　1949年に「教育職員免許法」が制定され，教育免許科目として，「職業指導」が規定された。 　1954年には，職業教科の免許の取得にも「職業指導」（4単位）は必修とされた。 　1953年には，「学校教育法施行規則」の一部が改訂され，職業指導主事が制度化された。 　1953年から，文部省は各種の「職業指導の手引き」を刊行し，指導の指針を示した。  　1950年代のＩＦＥＬ（教育指導者講習会）を通じ、米国の教育学や心理学の影響を受け、この時期に早くも、わが国の学校における職業指導の制度や組織
	スライド 25: B.　戦後・Ⅱ期　（1958～1968年）  　科学技術教育の振興という社会的要請を背景にして，1958年に中学校学習指導要領が全面的に改訂され，「職業・家庭科」が廃止され，「技術・家庭科」が新設された。 　従前の職業指導は，「進路指導」とその名称を変更し，新設された学級活動のなかで，計画的に行うことになった。高等学校では，ひき続き，ホームルームでおこなうこととされた。  　この時期にスーパーの職業的発達理論が導入され，職業指導(進路指導）の理論と方法に大きな影響を与えた。
	スライド 26: C.　戦後・Ⅲ期　（1969～現在）  　1969年の中学校学習指導要領（高等学校は翌年）の改訂に基づき，中学校の進路指導は，特別活動の「学級指導」（高等学校では，ホームルーム)を中心にして展開された。 　1977年に改訂された学習指導要領においても，進路指導の内容は同じであるが，特に学校の「教育活動全体を通じての進路指導」と「勤労にかかわる体験学習」の重要性が強調された。 　1971年には，文部省令により，従前の職業指導主事の名称は，進路指導主事に改正され，1975年の主任制の発足にと
	スライド 27: 　1989年に，新しい学習指導要領が告示され，進路指導で新しく加えられた目標の内容は，中学校については，「人間としての生き方の自覚を深めること」および自己実現能力の育成である。高等学校については，「人間としての在り方，生き方についての自覚を深める」ことである。  　戦後の職業指導（進路指導）は，新しい教育制度のもとで，種々変遷して現在に至っている。
	スライド 28: これまでの特徴的な変化の傾向を要約すると次のようになる。 （１）教育課程の位置づけ： 　教科から学校全体の教育活動へ （２）指導内容: 　職業・進路についての知識・理解の指導から 　人生設計・生き方・自己実現の指導へ （３）指導領域： 　職業的教科から特別活動・教科外の教育活動へ （４）指導担当者： 　職業科担当教師＆職業指導主事から 　学級・ホームルーム担当教師＆進路指導主事へ （５）支える理論： 　特性ー因子理論から発達理論へ
	スライド 29: スーパーの理論は、中等学校の進路指導の理論的枠組みとして認められたものの、その理論は必ずしも実践されてこなかった。それは、多くの日本の専門家たちが、スーパーを卓越した職業心理学者であるとするものの、同時に傑出したカウンセリング心理学者であることを認識していなかったことも理由の一つである。結果的に、スーパーの理論は大きな影響を与えたが、つい最近まで学校での実践レベルには殆ど反映されなかった。それは新しい理論や理念によって指導を進めようとしても、長年にわたって学問的、実証的根拠を欠いた慣行的
	スライド 30
	スライド 31: 第3章　産業社会の職業構造  ３－１　産業構造と職業構造の変化  ３－１－１　大きく変わった産業・職業構造  　受けた教育によって，どのような職業に就くかが決まるようになったのは，近代社会が成立してからのこと。  日本の場合，大企業を中心に，学歴差に対応した社員の採用や入社後の処遇が確立したのは，第1次大戦後のこと。 
	スライド 32: 産業別就業者と職業別就業者の推移  第1次産業： 　農業，林業・狩猟業，漁業・水産養殖業 第2次産業： 　鉱業，建設業，製造業 第3次産業： 　卸売・小売業，金融・保険業，不動産業， 　運輸・通信業，電気･ガス・水道・熱供給業， 　サービス業，公務
	スライド 33
	スライド 34
	スライド 35
	スライド 36
	スライド 37: 産業別就業者の変化: どの国でも産業が発達するにつれて， 第1次産業従事者の比率が低くなり，これにかわって，第2次産業従事者の占める割合はある時点までは高まり，それ以降は停滞あるいは減少に向かう。 それに対して，第3次産業従事者の比率は一貫して高くなる。日本も例外ではない。  職業別就業者の変化： 農林漁業従事者は大幅に減少。 生産・運輸関係職業従事者は，高度経済成長期に大幅に伸びたが，その後は頭打ち状態。 専門的・技術的職業，管理的職業，事務的職業，販売・サービス関係職業の従事者はそろ
	スライド 38: ・財の生産ではなく，財の流通とサービスを提供する第3次産業の肥大化。  ・産業構造の「ソフト化」。 モノや資源などの「ハード」よりも，情報・知識・サービスなどの「ソフト」の比重が相対的に高まる方向への変化。  ３－１－２　職業別就業者の特性  ＜特性１＞ 高学歴化を反映して，短大卒と大学卒の就業者が着実に増加。 中学卒就業者の数は年毎に減少。 （1975年で1割をきり，1987年で5.7％）
	スライド 39
	スライド 40: ＜特性２＞ 産業別構成比では，高校卒，短大卒，大学卒のいずれの学歴でも，第1次産業への就職者が最も少なく，第3次産業のウエイトが最も大きい。 ただし，高校卒の場合は，第2次産業の比率が他の学歴よりも相対的に高い。その比率は，高度経済成長期に一貫して伸び，1973年のオイル・ショックを境にして1979年まで減り続け，それ以降は増える傾向にある。 
	スライド 41
	スライド 42: ＜特性３＞ 新規学卒者の職業別構成で，高校卒と大学卒がきわだった違いをみせるのは，生産・運輸関係職業と事務･技術・管理的職業である。 高校卒の就職先ではブルーカラーの生産・運輸関係職業が増え，大学卒の大半は，ホワイトカラーの事務・技術・管理的職業に流入した。  大学卒の3分の1は事務的職業に就き， 大学卒の4割は専門的・技術的職業に就いた。
	スライド 43
	スライド 44
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	スライド 46: ＜特性４＞ 専門的・技術的職業と事務的職業はこれまで大幅に増えたが，これらの職業は平均年齢が若く，相対的に高学歴で，主に新規学卒者が供給源である。  また，転職希望者が高いのは，ブルーカラーとグレーカラーである。 さらに，職業間の賃金格差がかなり大きい。
	スライド 47
	スライド 48
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	スライド 50: ３－１－３　新規学卒者の就職状況  1988年のリクルートのレポートによれば， ①大学卒の就職状況が，学生に有利な「売り手市場」である。 ②大企業は依然として有名大学卒を採用したがる傾向がある。 ③「新人類」といわれる学生の就職意識が意外に堅実で，企業の動きをよくみて就職先を決めている。
	スライド 51: 第 23 回ワークス大卒求人倍率調査結果 　　　　(2007年卒)からの引用：   リクルートワークス研究所では、1984年から大卒求人倍率を算出しております。このたび、2007年3月卒業予定者の大卒求人倍率に関する調査結果がまとまりましたので、ご報告いたします。  ・大卒求人倍率の定義 大卒求人倍率（以下求人倍率）とは、民間企業への就職を希望する学生1人に対する、企業の求人状況を算出したものです。   　求人倍率=求人総数÷民間企業就職希望者数
	スライド 52: １）求人総数は、バブル期に次ぐ 82.5万人に。 　　求人倍率は 1.60倍から 1.89倍へ。  　来春2007年卒業予定の大学生･大学院生を対象とする、全国の民間企業の求人総数は82.5万人と昨年よりも12.6万人増加（+18.1%）し、大幅な増加をみせた昨年の求人総数をさらに大きく上回り、最も求人数が多かったバブル期（1991年卒）の84万人に次ぐ水準となった。一方、学生の民間企業就職希望者数は43.7万人（+0.1%）で昨年とほぼ変わらない。1991年卒の民間企業就職希望者数は2
	スライド 53: ２）従業員1000人未満企業は厳しい採用環境に。 　　従業員規模間で求人倍率の差が拡大。  　「従業員1000人以上企業」の求人総数は昨年より2.2万人の増加（+13.3％）。民間企業就職希望者数は昨年より0.8万人の増加。求人倍率は0.75倍と0.07ポイント上昇している。一方、「従業員1000人未満企業」の求人総数は10.4万人増加（+19.5％）。民間企業就職希望者数は昨年より0.7万人の減少。求人倍率は3.42 倍と0.65ポイント上昇している。景気の継続的な回復を受け、採用意欲
	スライド 54: ３）金融業は求人数・就職希望者数ともに大幅増加。 　　業種間で求人倍率の差が開く。 　「製造業」は企業側の採用意欲は増しているものの、学生側の就職希望者数は昨年とほぼ変わらず、求人倍率は2.33倍と、昨年より0.40ポイント上昇した。「流通業」は求人総数が32.8万人（対前年比+15.8%）と増加した。一方、民間企業就職希望者数は5.1万人で昨年より減少（-4.1％）。その結果、求人倍率は昨年の5.29倍から上昇し、6.38倍となっている。「金融業」は採用復活基調で求人総数の伸びは対前年
	スライド 55: ３－２　職業生活の展望  ３－２－１　職業構造の未来 日本社会の未来予測： 　三菱総合研究所のシミュレーション 　「21世紀初頭の勤労者生活の展望」による分析 　2005年における雇用の予測  ①産業別就業構成では，第3次産業就業者がひき続き増えて，全就業者の63.5％を占めるようになる。 特に，情報関連，医療関連，教育関連，社会福祉関連，余暇関連部門の就業者が増える。 その一方で，第2次産業の製造業の就業者割合は，省力化と需要構造の変化で23.0％まで減る。 特に，鉄鋼，非鉄金属などの
	スライド 56: ②職業別就業構成については，専門的・技術的職業，事務的職業，管理的職業などのホワイトカラー職業従事者は，50％近くを占めるようになる。 特に，技術革新・情報化の進展に伴って，技術者や研究者が増え，職業のホワイトカラー化とともに，プロフェッショナル化がいっそう進展する。 また，高齢化や国民の健康増進要求，知的要求の高まりなどに応じて，医療関連，スポーツ･文化関連などの分野では，新しいタイプの専門的職業従事者が増える。 製造業などの省力化により，技能工・生産工程従事者，運輸・通信従事者は少な
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